
定住支援補助金の手引き

【対象者】40歳未満の方で、次のすべてに該当する方が対象です。（1人につき助成は一度まで）
1.平成30年5月1日以降に五島市への移住を目的に市内事業者への企業面接を受けた方また
は起業調査を実施した方
2.市の相談窓口に移住に係る相談をした方
3.既移住者と交流のための面会を行った方（Iターン者に限る）
4.企業面接または起業調査に係る市内企業の関係者と3親等以内の親族関係にない方
※上記1から4までのすべてに該当する方の配偶者であって、40歳未満の方も対象です。
※対象者が40歳以上であっても、上記1から4までのすべてに該当し、配偶者が40歳未満であれ
ば対象となります。

【補助対象経費】

移住希望者の現住所から五島市までの往復交通費（鉄道、航空、高速バス、船）、五島市での
宿泊費（2泊まで、1泊あたり上限7,400円）、パック旅行商品購入費

※パック旅行賞品以外の場合の宿泊料は、食費を除いた（経費内訳がわかる）領収書の提出が
必要です。

地域協働課 移住定住促進係 ℡：0959-76-3070 E-mail: ui-turn@city.goto.nagasaki.jp

市に移住することを目的として市内を訪問し、市内企業へ就職するために面接を受ける、または
市内における起業のために必要な調査を行う方へ、旅費等の費用の一部を助成します。一人あ
たりの上限は6万円です。

【補助額】対象経費の3分の2以内の額で、1人あたり上限6万円（千円未満の端数は切り捨て）

裏面は
補助金交付までの流れ！
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【移住希望者とは】
市への移住を希望または検討する方で、市内での就職、転職、起業のいずかを目指す方

【市内企業とは】

市内に本社、支社、事務所等の就業場所を設置している法人（国、地方公共団体を除く）または
個人事業者

【企業面接とは】

求人中の市内企業が従業員等を雇用するために市内で実施する面接及び雇用の条件、職場の
状況等を確認するため、求人中の市内企業を訪問して実施する事業主等との面談。ただし、1週
間の所定労働時間が30時間未満の求人に係る面接・面談を除く

【起業調査とは】

市内での起業を目指す方により、自らの起業のために必要な市内企業及び不動産の所有者等
への訪問及び調査



①事前申込（訪問予定時期の2か月前までに下記書類を提出してください）
1.事前申込書（様式第1号）
2.履歴書
3.住民票の写し（配偶者を補助の対象として申請する場合は、配偶者の住民票の写しを含む）
4.配偶者との関係が確認できる書類（配偶者を補助の対象として申請する場合に限る）（3の書類で
確認できる場合は不要）

定住支援補助金交付までの流れ！

⑥交付請求（⑤交付決定及び額確定通知書送付時、必要書類を送付いたします。）
※交付請求書に記名押印のうえ、預金通帳の写しを添付し提出してください。

⑦交付―交付請求受領後、３週間程度で指定口座への振込にて交付いたします。
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五島市役所申請者
②交付決定通知書

①事前申込

④補助金交付申請

⑥交付請求

⑦交付

⑤交付決定及び
額確定通知書

③五島市訪問

④補助金交付申請（申請期限は、訪問年月日の終了日から60日以内です）
1.移住希望者定住支援補助金交付申請書
2.様式第6号実施報告書
3.補助金対象経費を支払ったことを証する書類（領収書の写し等）
4.暴力団等排除に関する誓約書
※五島市補助金交付規則第5条の2の規定により、暴力団、暴力団員、社会的非難者に該当する
方へは補助金の交付決定ができません。

②事前申込決定報告
※申込書に基づき市内企業（申請者がIターン者である場合は市内企業及び既移住者）と訪問する
日程等を調整します。その結果を、訪問予定時期の1か月前までに事前申込決定報告書（様式第2
号）に移住希望者定住支援事業行程表（様式第3号）を添えて報告しますので、航空機等の予約を
開始してください。

⑤交付決定及び額確定通知書送付
※交付決定及び額確定通知書の送付は、交付申請日から３週間程度要します。



  年    月   日 

 

  五島市長 様 

 

申請者 住 所               

氏 名           （※） 

(※)本人(代表者)が手書きしない場合は、記名押印してください。 

 

 

年度移住希望者定住支援補助金交付申請書 

 

 

        年度において移住希望者定住支援補助金について、移住希望者定住支援補助

金        円を交付されるよう五島市補助金等交付規則（平成16年五島市規則第44

号）第４条の規定により、次の関係書類を添えて申請します。 

 

記 

 

 １ 実施報告書（様式第６号） 

 ２ 補助対象経費を支払ったことを証する領収書等の写し 

  



 

 

様式第６号（第７条関係） 

実施報告書 

移住希望者 

住 所 

氏 名                 （年齢    歳） 

移 住 区 分 U ターン ・ I ターン 

企業面接又は

起業調査を実

施した企業名 

実施日：    年  月  日 

① 

② 

③ 

市確認欄 

 

起業のための

物件視察場所 

実施日：    年  月  日 

① 

② 

③ 

市確認欄 

 

移 住 相 談 

 

実施日：    年  月  日 

場 所： 

 

市確認欄 

 

既移住者面会 

※I ターンのみ 

実施日：    年  月  日 

（既移住者）住 所 

氏 名 

連絡先 

市確認欄 

 

経 路 等 

年 月 日 公共交通機関 
経路（駅又 

は空港等） 
備  考 

 

 

 

 

 

 

  



 

 

補 助 対 象 

経 費 内 訳 

① 鉄道賃（          円） 

② 航空賃（          円） 

③ 高速バス料金（          円） 

④ 船賃（          円） 

⑤ 市内での宿泊料（         円）※ 

（上限）１泊１人当たり７，４００円 

⑥ 旅行商品の代金（        円）※ 

⑦ 市内企業、他の公共団体等からの助成金

（      円） 

補助対象経費 
①+②+③+④+⑤+⑥-⑦ 

（            円） 

補助金申請額 

（補助対象経費       円）×２／３ 

＝（       円）（千円未満切捨て） 

補助金申請額（       円）（上限 1 人当たり６万円） 

※ ３泊以上の宿泊施設の利用をした場合は、そのうち最も低額の２泊分の宿泊料（旅行商

品の代金に市内の宿泊施設の利用料が含まれる場合で、その内訳が不明なときは、１泊当

たり５千円として積算されたものとみなす。）を補助対象経費とする。 

 



別紙様式２ 

 

暴力団等排除に関する誓約書 

 

  年  月  日 

 

（宛名）五島市長 

 

 

住所（所在） 

商号又は名称 

代表者職氏名              ㊞ 

                   （生年月日       年   月   日） 

 

 

私は、下記の事項について誓約いたします。 

なお、下記の事項に該当となった場合には、速やかに届け出るとともに、指名停止等（契

約の解除、許可の取消及び補助金等の不交付を含む。）、市が行う一切の措置について、異議

申し立てを行いません。 

   

記 

 

１ 自己又は自己の法人その他の団体の役員等（別紙役員等名簿に記載）は、次のいずれに

も該当する者ではありません。 

(1) 暴力団（暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第７７号。

以下「暴力団対策法」という。）第２条第２号に規定する暴力団をいう。以下同じ。） 

(2) 暴力団員（暴力団対策法第２条第６号に規定する暴力団員をいう。以下同じ。） 

(3) 暴力団員により経営に実質的に支配若しくは関与を受けている者 

(4) 自己、自社若しくは第三者の不正の利益を図る目的又は第三者の損害を加える目的を

もって、暴力団又は暴力団員を利用するなどしている者 

(5) 暴力団又は暴力団員に対して資金等を供給し、又は便宜を供与するなど直接的あるい

は積極的に暴力団の維持、運営に協力し、若しくは関与している者 

(6) 暴力団又は暴力団員と社会的に非難されるべき関係を有している者 

２ １に掲げるものを下請契約等（受託契約及び間接補助事業交付決定を含む。）の相手方

にしません。 

３ 下請契約等（受託契約及び間接補助事業交付決定を含む。）の相手方が１に掲げる者で

あることを知ったときは、当該下請契約等（受託契約及び間接補助事業交付決定を含む。）

を解除（又は取消）します。 

 

 



別紙様式２（別紙） 

役 員 等 名 簿  

役 職 
（フリガナ） 

氏  名 

性 

別 
生年月日 住   所 

   

大正 

昭和   年  月  日 

平成 

 

   

大正 

昭和  年  月  日 

平成 

 

   

大正 

昭和  年  月  日 

平成 

 

   

大正 

昭和  年  月  日 

平成 

 

   

大正 

昭和  年  月  日 

平成 

 

   

大正 

昭和  年  月  日 

平成 

 

   

大正 

昭和  年  月  日 

平成 

 

   

大正 

昭和  年  月  日 

平成 

 

   

大正 

昭和  年  月  日 

平成 

 

   

大正 

昭和  年  月  日 

平成 

 

   

大正 

昭和  年  月  日 

平成 

 

 


